第3章　諸手当関係（期末手当）

第3章　諸手当関係（期末手当）


13　期末手当
○　概要
(1)　期末手当とは、民間における賞与等の特別給との均衝上支給される手当である。
この手当は、他の手当とは異なった特別な性格をもつものである。
(2)　支給額及び支給方法については、次のとおりである。
ア　支給日は、6月30日及び12月10日で、それぞれの月の初日（基準日）に在職する職員に支給される。
なお、基準の前１箇月以内に退職又は死亡した職員も、支給対象に加えられている。
イ　支給額は、基準日現在の給料の月額、教職調整額及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額（職務段階加算額の適用を受ける者及び管理監督者については一定額を加算）に、100分の127.5（100分の107.5）を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における職員の在職期間に応じて、それぞれ次の割合を乗じて計算した額である。
特定幹部職員は（　）書きの支給割合を適用する
	基準日
	在職期間
	支給率

	６月1日及び
12月1日

	６箇月
	100％ 

	
	５箇月以上６箇月未満
	80％ 

	
	３箇月以上５箇月未満
	60％ 

	
	３箇月未満
	30％ 


○　関係法令

給与条例

(期末手当)

第17条　期末手当は、6月1日及び12月1日(以下この条から第17条の3まで及び附則第7項第3号においてこれらの日を「基準日」という。)にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定める日(次条及び第17条の3においてこれらの日を「支給日」という。)に支給する。これらの基準日前1箇月以内に退職し、又は死亡した職員(第19条第8項の規定の適用を受ける職員及び人事委員会規則で定める職員を除く。)についても、同様とする。

２　期末手当の額は、期末手当基礎額に、100分の125を乗じて得た額(行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が7級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの(これらの職員のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第17条の4及び附則第11項において「特定幹部職員」という。)にあつては、100分の105を乗じて得た額)に、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める支給割合を乗じて得た額とする。

一　6箇月　100分の100

二　5箇月以上6箇月未満　100分の80

三　3箇月以上5箇月未満　100分の60

四　3箇月未満　100分の30

３　再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分の125」とあるのは「100分の67.5」と、「100分の105」とあるのは「100分の57.5」とする。

４　第2項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在(退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、又は死亡した日現在。附則第7項第3号において同じ。)において職員が受けるべき給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とする。

５　行政職給料表の適用を受ける職員のうちその職務の級が3級以上の職員で人事委員会規則で定めるもの、同表以外の各給料表の適用を受ける職員のうち職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として当該各給料表につき人事委員会規則で定めるもの並びにこれらの職員との権衡上必要があると認められるものとして人事委員会規則で定める職員については、前項の規定にかかわらず、同項に規定する合計額に、給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に職務段階等を考慮して人事委員会規則で定める職員の区分に応じて100分の20を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額(人事委員会規則で定める管理又は監督の地位にある職員にあつては、その額に給料月額に100分の25を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を加算した額)を加算した額を第2項の期末手当基礎額とする。

６　第2項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

第17条の2　次の各号のいずれかに該当する者には、前条第1項の規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当(第4号に掲げる者にあつては、その支給を一時差し止めた期末手当)は、支給しない。

一　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第29条第1項の規定による懲戒免職の処分を受けた職員

二　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第28条第4項の規定により失職した職員

三　基準日前1箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に離職した職員(前2号に掲げる者を除く。)で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの

四　次条第1項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者(当該処分を取り消された者を除く。)で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたもの

第17条の3　任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされていた職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めることができる。

一　離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴(当該起訴に係る犯罪について禁EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(こ),錮)以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法(昭和23年法律第131号)第6編に規定する略式手続によるものを除く。第3項において同じ。)をされ、その判決が確定していない場合

二　離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基づきその者に犯罪があると思料するに至つた場合であつて、その者に対し期末手当を支給することが、公務に対する信頼を確保し、期末手当に関する制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を生ずると認めるとき。

２　前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分(以下「一時差止処分」という。)を受けた者は、行政不服審査法(平成26年法律第68号)第18条第1項本文に規定する期間が経過した後においては、当該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当該一時差止処分をした者に対し、その取消しを申し立てることができる。

３　任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当するに至つた場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第3号に該当する場合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。

一　一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となつた行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかつた場合

二　一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となつた行為に係る刑事事件につき公訴を提起しない処分があつた場合

三　一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされることなく当該一時差止処分に係る期末手当の基準日から起算して一年を経過した場合

４　前項の規定は、任命権者が、一時差止処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき、期末手当の支給を差し止める必要がなくなつたとして当該一時差止処分を取り消すことを妨げるものではない。

５　任命権者は、一時差止処分を行う場合は、当該一時差止処分を受けるべき者に対し、当該一時差止処分の際、一時差止処分の事由を記載した説明書を交付しなければならない。

６　前各項に規定するもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

給特条例

第4条（2-08-1頁参照）

給与支給規則

(期末手当)

第33条　条例第17条第1項前段の人事委員会規則で定める日は、6月30日及び12月10日(これらの日が日曜日に当たるときはそれぞれの日の前々日とし、これらの日が土曜日に当たるときはそれぞれの日の前日)とする。

２　条例第17条第1項後段の人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

一　その退職した日後において当該退職した日以前の在職期間に係る期末手当を受ける職に在職することとなつた者

二　その退職し、又は死亡した日(以下「退職等の日」という。)において、休職(無給休職又は刑事事件に関し起訴されたことによる休職に限る。)中、専従許可の有効期間中、停職中、大学院修学休業中、自己啓発等休業中又は配偶者同行休業中であつた者

三　外国機関等派遣職員又は公益的法人等派遣職員のうち、退職等の日において給与の支給を受けていなかつた者

四　退職等の日において、育児休業法第2条の規定による育児休業の期間中であつた者のうち、当該育児休業、大学院修学休業、自己啓発等休業、配偶者同行休業、休職(公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病による休職及び教育公務員特例法第14条の規定による休職(同条の規定の準用を受ける休職を含む。以下同じ。)を除く。第33条の4第2項において同じ。)、専従許可又は停職により当該退職等の日前の直近の基準日の翌日から当該退職等の日の前日までの全期間にわたつて勤務しなかつた者

第33条の2　期末手当について条例第19条第8項ただし書の人事委員会規則で定める職員は、その退職した日後において当該退職した日以前の在職期間に係る期末手当を受ける職に在職することとなつた者とする。

第33条の2の2　条例第17条第2項の人事委員会規則で定める職員は、区分が1種又は2種である職を占める職員のうち、次に掲げる職員(休職にされている職員のうち条例第19条第1項に該当する職員以外の職員及び外国機関等派遣職員を除く。)以外の職員とする。
一　行政職給料表の適用を受ける職員のうち、職務の級が7級以上の職員
二　公安職給料表の適用を受ける職員のうち、職務の級が8級以上の職員
三　研究職給料表の適用を受ける職員のうち、職務の級が5の職員
四　医療職給料表(一)の適用を受ける職員のうち、職務の級が4の職員

第33条の2の3　条例第17条第5項(条例第17条の4第4項において準用する場合を含む。以下同じ。)に規定する行政職給料表の適用を受ける職員のうちその職務の級が3級以上の職員で人事委員会規則で定めるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員のうち職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として当該各給料表につき人事委員会規則で定める職員は、別表第七の上欄に掲げる給料表ごとに同表の中欄に掲げる職員とする。

２　条例第17条第5項に規定する前項に規定する職員との権衡上必要があると認められるものとして人事委員会規則で定める職員は、別表第八の上欄に掲げる給料表ごとに同表の中欄に掲げる職員とする。

３　条例第17条第5項の人事委員会規則で定める職員の区分は、別表第七及び別表第八の上欄に掲げる給料表ごとにこれらの表の中欄に掲げる職員の区分とし、同項の100分の20を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合は、当該区分に対応するこれらの表の下欄に定める割合とする。

第33条の3　条例第17条第5項の人事委員会規則で定める管理又は監督の地位にある職員は、次の各号に掲げる職員(休職にされている職員のうち条例第19条第1項に該当する職員以外の職員及び外国機関等派遣職員を除く。)とし、条例第17条第5項の100分の25を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合は、それぞれ当該各号に定める割合とする。
一　区分が1種である職を占める職員、任期付職員条例第8条第1項の給料表の適用を受ける職員のうち6号給以上の給料月額を受ける職員及び任期付研究員条例第5条第1項の給料表の適用を受ける職員のうち6号給以上の給料月額を受ける職員　100分の25
二　区分が2種である職を占める職員、任期付職員条例第8条第1項の給料表の適用を受ける職員のうち5号給の給料月額を受ける職員並びに任期付研究員条例第5条第1項の給料表の適用を受ける職員のうち5号給及び4号給の給料月額を受ける職員　100分の15
第33条の4　条例第17条第2項に規定する在職期間は、職員として在職した期間とする。
２　基準日に育児休業法第2条の規定により育児休業をしている職員につき、当該育児休業、大学院修学休業、自己啓発等休業、配偶者同行休業、休職、専従許可又は停職により当該基準日以前6箇月の全期間にわたつて勤務しなかつた場合には、当該期間については、前項の規定にかかわらず、条例第17条第2項に規定する在職期間とはしない。
３　第1項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。
一　専従許可の有効期間中又は停職中の期間は、その全期間
二　休職にされていた期間、育児休業法第2条の規定による育児休業の期間(基準日以前6箇月の期間に育児休業の期間の全部又は一部が含まれる場合であつて、当該育児休業の全期間の合計が1箇月以下であるときにおける当該基準日以前6箇月の期間内の育児休業の期間を除く。)、大学院修学休業、法第26条の2第1項に規定する修学部分休業(以下「修学部分休業」という。)、法第26条の3第1項に規定する高齢者部分休業(以下「高齢者部分休業」という。)、自己啓発等休業及び配偶者同行休業の期間については、その2分の1の期間
三　育児短時間勤務職員等として在職した期間については、当該期間から当該期間に育児短時間算出率を乗じて得た期間を控除して得た期間の2分の1の期間
四　法第22条の2第1項第1号の規定による会計年度任用職員として在職した期間については、人事委員会が定める期間
４　前項の場合において、公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかつたことにより休職にされていた期間及び教育公務員特例法第14条の規定による休職にされていた期間については、同項の規定にかかわらず、除算しない。
５　国、独立行政法人、国立大学法人、地方独立行政法人若しくは他の都道府県との間の人事交流により退職手当の支給を受けることなく引き続き職員となつた場合、県教育委員会の任命に係る市町村立学校の職員が引き続き職員となつた場合、公益的法人等派遣法第10条第1項の規定により採用され引き続き職員となつた場合又は任命権者が人事委員会と協議して定める職員が引き続き職員となつた場合に、これらの職員に対して期末手当を支給するときは、その者が国、独立行政法人、国立大学法人、地方独立行政法人若しくは他の都道府県の職員、市町村立学校の職員、特定法人(公益的法人等派遣条例第10条に規定する特定法人をいう。)の役職員又は任命権者が人事委員会と協議して定める職員(次条第2項においてこれらを「国等の職員」という。)として在職した期間は、第1項の在職期間に算入する。
６　前項の期間の算定については、第3項及び第4項の規定を準用する。

第33条の4の2　条例第17条の2及び第17条の3(これらの規定を条例第17条の4第5項、第17条の5第6項及び第19条第9項において準用する場合を含む。)に規定する在職期間は、職員として在職した期間とする。

２　国等の職員が引き続き職員となつた場合は、国等の職員として在職した期間は、前項の在職期間とみなす。

第33条の4の3　任命権者は、条例第17条の3第1項(条例第17条の4第5項及び第19条第9項において準用する場合を含む。)の規定による期末手当を一時差し止める処分(以下「一時差止処分」という。)を行おうとする場合は、あらかじめその旨を書面で人事委員会に通知しなければならない。

第33条の4の4　任命権者は、一時差止処分を行う場合には、その旨を記載した文書を当該一時差止処分を受けるべき者に交付しなければならない。

２　前項の規定による文書の交付は、これを受けるべき者の所在を知ることができない場合においては、その内容を福島県報に掲載することをもつてこれに代えることができるものとし、掲載された日から起算して2週間を経過した時に文書の交付があつたものとみなす。

第33条の4の5　条例第17条の3第2項(条例第17条の4第5項及び第19条第9項において準用する場合を含む。)の規定による一時差止処分の取消しの申立ては、その理由を明示した書面で行わなければならない。

第33条の4の6　任命権者は、一時差止処分を取り消した場合は、当該一時差止処分を受けた者及び人事委員会に対し、速やかにその旨を書面で通知しなければならない。

第33条の4の7　条例第17条の3第5項(条例第17条の4第5項及び第19条第9項において準用する場合を含む。)の説明書には、一時差止処分について、知事に対して審査請求をすることができる旨及び審査請求をすることができる期間を記載しなければならない。

第33条の4の8　第33条の4の3から前条までに規定するもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

第33条の4の9　条例第17条第2項の期末手当基礎額に1円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。
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